
38,999  47,837  45,289  40,902  

45,005  
55,531  54,291  
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43,479  
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岩手 宮城 福島 

124,811 

152,964 
145,187 

134,111 

※ 件数は年度平均値であり個別延長給付等（個別延長給付、特例延長給付、広域延長給付）を
含む。 注） 自発的失業や定年退職、その他特例（休業、一時離職）対象分も含む。 

                                        

被災３県の雇用保険受給者実人員の推移 

34,976件 （件） 

（人） 

66,238件 

東日本大震災への対応 

 政府一体となって、ハローワークを中心に被災者の就労を強力に支援 

〈特別相談窓口での相談〉 
 ○ ハローワークに特別相談窓口を設置  
  
〈仮設住宅等への出張相談〉 
 ○ 仮設住宅等の入所者を対象として、 
  ハローワークからの出張相談を実施 

   出張相談の様子（福島労働局） 

雇用保険受給者実人員の推移 就職件数の推移 
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雇用保険給付窓口の様子 

 （ハローワーク福島） 

平成25年度の被災３県の就職件数 
は約13.4万件、対前年度比7.6％減 

件 

 平成２４年度の被災３県の雇用保険受給者実人員   
 は約３.３万件（年度平均値）、対前年度比49.6％減 

 ※ピーク時（23年6月）は約8.1万件 

8583 12997 7155

14133

29474

14233

12260

23767

11993

0

20000

40000

60000

80000

22年度 23年度 24年度

岩手 宮城 福島

33,381件 



○ＰＤＣＡサイクルによる 
  目標管理 
  就職率等の主要指標について
全ハローワークで目標設定を行
い、ＰＤＣＡサイクルによる目
標管理を実施 
《25年度の例》 
①就職率 
  目標30.0％以上、実績30.6％ 
②雇用保険受給者の早期再就職割合 
  目標28.0％以上、実績31.2％ 
③求人充足率 
  目標24.5％以上、実績22.2％ 
 

  利用者の期待に応え、ご満足いただけるハローワークであり
続けるため、「ハローワークサービス憲章」を策定するなど、
日々のサービス改善の取組みを推進中 

ハローワークのサービス改善 

＜ﾊﾛｰﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ憲章＞ 

○ハローワークのサービス改善の取組 
・  全ハローワークへご意見箱の設置、利用者アンケート等により、 
 利用者のご意見・ご要望を把握し、サービスの改善を実施 
・  自主的なサービス改善の取組を全国から募集して、ハローワーク 
 業務改善コンクールを実施し、サービス改善や向上に貢献のあった 
 取組について全国的に共有・活用 
・  ハローワーク職員によるサービスの自主点検・責任者による総点検 
 を定期的に実施    等 

○利用者満足度調査 

 
 平成２5年度は利用者満足度９０％以上 
を目標として掲げ、全国の状況を調査した 
ところ、目標とする９０％を上回った。 

 

＜平成２５年度＞ 
・求職者 95.3％（有効回答数 約2.5万件） 

・求人者 95.6％（有効回答数 約0.8万件） 
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80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

求職者 求人者 

ハローワークのサービスについて「満足」 

又は「まあ満足」と回答した者の割合 

平成24年度 平成25年度 



※ 英国では、1974年から職業紹介と失業保険の給付を切り離したところ濫給が生じたため、1986年
に、サッチャー政権が両事業を統合（その結果、統合の初年度には受給者が約３割減） 

 
※ フランスでは、2008年2月に成立した法律により、職業紹介機関（全国雇用機関：ANPE）と失業
保険を扱う機関（商工業雇用協会：ASSEDIC）を統合し、新たな組織「雇用局（Pole emploi ）」を
2009年1月に設立 

  職業紹介業務 失業保険の給付業務 失業保険の財政責任 

イギリス ジョブセンタープラス庁（国） ジョブセンタープラス庁（国） 国 

アメリカ 職業安定所（州） 職業安定所（州） 州 

ドイツ 職業安定所（連邦） 職業安定所（連邦） 連邦 

日本 ハローワーク（国） ハローワーク（国） 国 

職業紹介・失業保険関係業務の実施主体 

主要先進国においても、日本と同様、職業紹介、失業保険の給付、失業保険の財政責任 の主体は一致 
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  公共職業安定所（ハローワーク）       有料職業紹介事業所 

    設置数 
      全国４３７所（注１） 

   （出張所等含め５４５カ所） 

     １６，９１６カ所（注２） 

     都市部に多く立地 
     （東京都・大阪府・愛知県に約５割が集中） 

 新規求職者数 
      約６６４万人（注３） 

うちホワイトカラー 約３３７万人（注５） 

     約４７４万人（注４） 

うちホワイトカラー 約２８０万人（注６） 

 新規求人数 
      約７９５万人（注３） 

うちホワイトカラー 約３６５万人（注５） 

     約２７３万人（注４） 

うちホワイトカラー 約２３５万人（注６） 

 利用者の特性 

・離職者が中心（在職者は約２割） 
 障害者、高齢者、フリーター、母子家庭の母 
 など就職困難性の高い層の利用が多い。 
 

・約８割が１００人未満の企業 

・在職者が中心（約６割）（注７） 

・ホワイトカラーの職業紹介が中心 

就職経路の割合（注８）    ハローワーク経由 ２０．８％  民間職業紹介事業者経由 ２.６％ 

（注１） 平成24年度末の設置数、（注２）職業紹介事業報告（平成２４年度）、 （注３）職業安定業務統計（平成24年度）、 （注４）家政婦、マネキン、調
理士、配ぜん人、芸能家、モデルを除く実績（職業紹介事業報告（平成24年度））、 （注５）専門的・技術的職業、管理的職業、事務的職業、販売の職
業の実績（職業安定業務統計（平成24年度）） 、 （注６）専門的・技術的職業、管理的職業、事務的職業、販売の職業の実績（職業紹介事業報告（平
成24年度）） 、（注７）日本人材紹介事業協会への委託調査（平成20年度）、（注８）雇用動向調査（平成24年） 
  

           民間職業紹介事業所による有料職業紹介事業の状況 
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地方公共団体による無料職業紹介事業の状況 

◎ 地方公共団体による無料職業紹介事業とハローワークの実績（平成２４年度） 

新規求職申込件数 

新規常用求人数 

常用就職件数 

①地方公共団体による 

無料職業紹介事業（注） 
②ハローワーク ①／②×１００％ 

１６９，７２９ 

６，６６４，０２５ ０．４６％ ３０，６７６ 

６，６９６ 

７，９５２，７３２ 

１，９３５，８１８ 

２．１％ 

０．３５％ 

（注） 平成２５年３月３１日現在で４３都道府県２区７６市４９町６村１組合で実施 

① 職業紹介事業報告（平成２４年度） 
② 職業安定業務統計（平成２４年度） 

   ※ 地方公共団体が行う無料職業紹介事業については、一部の分野等（農業、医療、Ｕ・Ｉターン）に 

     限られているところが多い。 
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正規職員数

ハローワーク設置数

○ 「新たな定員合理化計画」（平成17年10月4日閣議決定）により、平成18年度から平成21年度までに1,290人定員合理化。総人件費改革として、「国
の行政機関の定員の純減について」（平成18年6月30日閣議決定）に基づき、平成22年度までに671人（ハローワーク関係）を純減               

   また、「新たな定員合理化計画」（平成21年7月1日閣議決定）により、平成22年度から平成26年度までの5年間に平成21年度末定員の10％以上を合
理化 

○ 「国の行政組織等の減量・効率化の推進について」（平成18年12月22日総務省行政管理局）により、平成18年度から5年間で30労働局管内で統廃合を
実施し、少なくとも50所（署）において整理合理化を実施（労働基準監督署を含む） 

※ 平成21年度１次補正予算による304人の臨時増員は、平成23年度末までの時限措置。このうち174人は平成24年度末まで時限延長。この174人のうち96
人は平成25年度末まで時限延長。この96人のうち13人は平成26年度末まで時限延長。  

※ 平成23年度３次補正予算による20人の臨時増員は、平成28年度末までの時限措置。 

 

（昭和） （平成） 

 11,140人 

 

700所 

14,606人 

 544所 

 

【昭和42年度】 
新規求職者数 3,899,772人 
（新規学卒者を除きパートタイムを含む） 

完全失業率1.3％ 

 

 
【平成25年度】 

新規求職者数 6,346,705人 

（新規学卒者を除きパートタイ
ムを含む） 
完全失業率4.0％ 

 

公共職業安定所職員数等の推移 
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職業紹介機関 

名称 

職業紹介 
機関数 
（箇所） 

職員数 
（非常勤職員等も含

めた人数） 
（人） 

労働力人口 
（千人） 

職員１人
当たり労
働力人口
（人） 

機関１箇所
当たり労働
力人口（人） 

失業者数 
（千人） 

職員１人
当たり失
業者数
（人） 

機関１箇
所当たり
失業者数
（人） 

失業率 

（％） 

イギリス 
ジョブセンター・ 
プラス 

７４０（’１１） ３６，８００（’１１） ３０，９８０（’１２） ８４１ ４１，８６４ ２，５１１（’１２） 
６８ 

 
３，３９３ ７．９（’１２） 

ドイツ 

公共職業安定所 
（連邦雇用エー
ジェンシー） 

７５６（’１３） 
７７，０６０（’１３） 
（１０８，５３６） 

４１，５４４（’１２） 
５３９ 
（３８２） 

５４，９５２ ２，３０４（’１２） 
２９ 
（２１） 

３，０４７ ５．５（’１２） 

フランス
（注１） 

公共職業安定所 
（雇用局） 

９０２（’１２） 
４６，９２３（’１２） 

（注２） 
２８，３８４（’１２） ６１７ ３１，４６７ ２，８２１（’１２） ６０ ３，１２７ １０．３（’１２） 

アメリカ 
各州職業安定 
機関 

２，５３２（’１３） 
   － 

 （注３） 
１４７，２４６（’１２） － ５８，０１６ １２，０２２（’１２） － ４，７４８ ８．１（’１２） 

日本 公共職業安定所 ５４４（’１３） 
１１，１４０（’１３） 
（２７，８７７） 

５９，４６０（’１２） 
５，３３７ 
（２，１３２） 

１０９，３０１ ２，７１０（’１２） 
２４３ 
（９７） 

４，９８１ ４．３（’１２） 

  
※ ホームページ上の各種統計資料をもとに、厚生労働省において作成 

（注１） フランスには職業紹介機関であるANPEの他に失業保険を扱う機関であるASSEDICがあったが、ANPEとASSEDICは２００９年１月に統合 

     職員数については、ANPEとASSEDICを合算したものを計上 

（注２） 職員と非常勤職員等の内訳は不明 

（注３） 各州単位で公共職業紹介機関の設置を行っているため、全体の職員数については不明。なお、９７年当時の職員数は約７０，０００人。 

職員一人当たりの労働力人口及び失業者数を比べると、日本の職員数は欧州主要国の1/4～1/10程度となっている 
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主要先進国の職業紹介機関の体制 


